
令和７年度

菊陽町下水道事業会計予算書

熊本県菊池郡菊陽町



  （総　　則）
第　１　条　　令和７年度菊陽町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

  （業務の予定量）
第　２　条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）水洗化戸数

　（２）年間有収水量

　（３）一日平均処理水量

　（４）主な建設改良費 公共下水道施設整備費　 農業集落排水施設整備費

２２９㎥

４，５００千円４４１，５９４千円

（農業集落排水事業）

令和７年度菊陽町下水道事業会計予算

９，５２１，３５８㎥

２６，０８６㎥

（公共下水道事業）

１９，３２１戸 ３６４戸

８３，７２６㎥
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  （収益的収入及び支出）
第　３　条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第　１　款 事業収益 千円

　　第　１　項 　営業収益 千円

　　第　２　項 　営業外収益 千円

　　第　３　項 　特別利益 千円

　第　１　款 事業費用 千円

　　第　１　項 　営業費用 千円

　　第　２　項 　営業外費用 千円

　　第　３　項 　特別損失 千円

　　第　４　項 　予備費 千円１７,０００

６,９６３

１,６３９,３７８

１,４９２,８８４

１２９,４８４

支　　　　　出

１０

１,３８７,２４４

４３８,２４６

収　　　　　入

１,８３２,４５３
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  （資本的収入及び支出）

　第　１　款 資本的収入 千円

　　第　１　項 　企業債 千円

　　第　２　項 　出資金 千円

　　第　３　項 　負担金 千円

　　第　４　項 　補助金 千円

　　第　７　項 　その他資本的収入 千円

　第　１　款 資本的支出 千円

　　第　１　項 　建設改良費 千円

　　第　２　項 　企業債償還金 千円

　　第　３　項 　投資 千円

　　第　４　項 　予備費 千円

９３３,７２１

４４６,０９４

４８２,２０９

２１８

５,２００

支　　　　　出

収　　　　　入

７０２,１４９

４９３,２００

８４,３１５

７０,２９０

３,２４９

５１,０９５

第　４　条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額
　  ２３１，５７２千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２７，３８１千円、過年度分損益勘定留保資
　　金８６，４６５千円及び当年度分損益勘定留保資金１１７，７２６千円で補填するものとする。）
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  （企業債）

第　５　条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

  （一時借入金）
第　６　条　　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第　７　条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用額 １０，０００千円

起債の目的 限度額（千円） 起債の方法

計 ４９３,２００

流域下水道事業分

流域関連公共下水道事業分

下水道事業債（特別措置分）

資本費平準化債 １４７,０００

償還の方法

１８０,４００

２６,０００

１３９,８００ ４０年以内（据置期間５年以内　半
年賦元利均等償還又は半年賦元金均
等償還）
ただし、企業財政その他の都合によ
り、据置期間及び償還期間を短縮
し、又は繰上償還若しくは低利に借
り換えることができる。

利率

５％以内
（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行なった後にお
いては当該見直し後の利
率）

証書借入
又は

証券発行
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  （議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第 ８ 条　　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその

　経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　職員給与費 千円

  （他会計からの補助金）

第 ９ 条　　一般会計からこの会計への補助を受ける額は、４３，２１９千円である。

５０,１６８
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付　　属　　書　　類
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1 事業収益 1,832,453

１．営業収益 1,387,244

１．下水道使用料 1,239,834 委託徴収分、直接徴収分

２．他会計負担金 138,093 一般会計繰入金（雨水処理負担金）

４．その他営業収益 9,317 維持管理負担金（熊本市、合志市）

２．営業外収益 438,246

１．受取利息及び配当金 216 基金利息

２．他会計補助金 35,929 一般会計繰入金（汚水処理、資本費分）

４．長期前受金戻入 400,854 長期前受金収益化額

６．雑　収　益 1,247 起債償還利子分負担金（合志市）

３．特別利益 6,963

４．その他特別利益 6,963 熊本北部流域下水道建設負担金清算金（合志市）

1,832,453

令和７年度　菊陽町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1 事業費用 1,639,378

１．営 業 費 用 1,492,884

１．管渠費 588,898 汚水及び雨水処理施設等の維持管理に要する経費

２．ポンプ場費 19,568 汚水中継ポンプ場の維持管理に要する経費

３．セミコンテクノパーク
　　維持管理費

20,301
セミコンテクノパーク内の汚水処理施設の維持管
理に要する経費

４．処理場費 12,575 白水浄化センターの維持管理に要する経費

５．総係費 92,590 事業全体の運営、管理に要する経費

６．減価償却費 758,952 固定資産償却費

２．営業外費用 129,484

１．支払利息 100,790 企業債利息

３．消費税及び地方消費税 28,194 消費税及び地方消費税納税予定額

４．雑支出 500 雑損失

３．特 別 損 失 10

４．過年度損益修正損 10

４．予  備  費 17,000

１．予  備  費 17,000

1,639,378支　出　合　計
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

１資本的収入 702,149

１．企業債 493,200

１．企業債 493,200 企業債借入金

２．出資金 84,315

１．出資金 84,315 一般会計出資金（繰入基準内企業債償還元金）

３．負担金 51,095

１．受益者負担金 51,095 受益者負担金、受益者分担金

２．工事負担金 他団体負担金（合志市）

４．補助金 70,290

１．国庫補助金 63,000 社会資本整備総合交付金

３．他会計補助金 7,290 一般会計繰入金（農業集落排水事業分）

７．その他資本的 3,249

　　収入 １．その他資本的収入 3,249 起債償還元金分負担金（合志市）

702,149

資本的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

１資本的支出 933,721

１．建設改良費 446,094

１．施設費 446,094
汚水・雨水整備事業、老朽管・地震対策事業
白水地区農業集落排水事業

２．企業債償還金 482,209

１．企業債償還金 482,209
公共下水道事業469,514千円
農業集落排水事業12,695千円

３．投資 218

１．基金 218 基金利子

４．予備費 5,200

１．予備費 5,200

933,721支　出　合　計
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当期純利益 182,269,065

　　　固定資産減価償却費 758,952,000

　　　賞与･法定福利費引当金増減額（△は減少） 73,000

　　　長期前受金戻入 △ 400,854,000

　　　受取利息及び受取配当金 △ 216,000

　　　支払利息 100,790,000

　　　未収金の増減額（△は増加） 4,993,871

　　　未払金増減額（△は減少） 38,386,420

　　　その他 △ 21,206,775

　　　　　小計 663,187,581

　　　利息及び配当金の受取額 216,000

　　　利息の支払額 △ 100,790,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 562,613,581

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 265,780,450

　　　無形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 139,768,181

　　　交付金による収入 71,045,455

　　　受益者負担金・分担金による収入 51,530,464

　　　他会計補助金による収入 7,276,364

　　　他団体負担金による収入 1,076,273

　　　その他資本的収入 3,087,072

　　　基金積立 △ 218,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 271,751,003

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の発行による収入 493,200,000

　　　企業債の償還による支出 △ 482,207,924

　　　他会計出資金の受入 84,315,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 95,307,076

４　資金増減額 386,169,654

５　資金期首残高 533,959,593

６　資金期末残高 920,129,247

令和７年度予定キャッシュフロー計算書（間接法）
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）

-
 
1
2
 
-



給　与　費　明　細　書

（１）総括 （単位：千円）

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

（単位：千円）

区　　分
職員数（人） 給　　与　　費

本
年
度

損益勘定
支弁職員

4

一般職 報酬 給料

合　計

資本勘定
支弁職員

3

法定福利費
特別職 手当等

8,595

賃金
合計

計

27,60123,030 4,57114,435

22,567

16,166 41,842 8,326 50,1687

7,571 18,812

25,676

11,241

損益勘定
支弁職員

4 22,678 4,757

14,826

9,976

3,755

30,064

合　計 8 28,800

10,019 24,845 5,219

27,435

資本勘定
支弁職員

57,499

比
　
較

損益勘定
支弁職員

461

47,523

△ 186

前
年
度

13,974

18,723

8,704

4

△ 1,464

166

資本勘定
支弁職員

△ 1

△ 109 352

△ 1,650

△ 7,497

合　計 △ 1 △ 3,124

△ 2,448 △ 6,033

△ 7,331△ 2,557 △ 5,681

本年度 5,903 4,973 2,126 1,134 258

△ 3,585

職
員
手
当
等
の
内
訳

区分
期末
手当

勤勉
手当

時間外
手当

比較 △ 733 △ 339 172 △ 240

5,312 1,954 1,374 283前年度 1,200

扶養
手当

用地交渉
手当

日直
手当

児童
手当

地域
手当

6,636 1,494 470

△ 840

360

通勤
手当

住居
手当

942 470

管理職
手当

区分 増減額 増減事由別内訳 備考

△ 25 △ 552

給料 △ 3,124

給与改定に伴う増減分 ―

昇給期間短縮に伴う増加分 ―

その他の増減分 △ 3,124 職員数減による

普通昇級に伴う増加分 ―

職員手当等 △ 2,557

制度改正に伴う増減分 ―

その他の増減分 △ 2,557

期末手当　 △733
勤勉手当　 △339
時間外手当 　172
扶養手当　 △240
通勤手当　 △ 25
住居手当　 △552
児童手当　 △840

-
 
1
3
 
-



（３）給料及び手当の状況

ア　職員一人当たり給与

イ　初任給

ウ　級別職員数

計 8 100

5　級

6　級

1　級 1 12.5

2　級 2 25.0

3　級

1 12.5

4　級 1 12.5

3 37.5

6　級 1 14.3

計 7 100

区分 一般行政職（円） 技能労務職（円）

5　級

一般会計の制度

一般行政職（円）

220,000 220,000

185,700
一般職

高校卒 188,000

行政職 大学卒

技能労務職（円）

188,000 185,700

2　級 － －

一般行政職

級 職員数（人） 構成比（％）

1　級 3 42.9

2　級

－ －

短大卒 204,400 204,400

－ －

4　級 － －

3　級 2 28.6

4　級

区分

5　級 1 14.3

－ －

370,573

区　　　　　　分

平均給料月額　　（円）

平均給与月額　　（円）

平均年齢　　　　（歳）

平均給料月額　　（円）

平均給与月額　　（円）

令和7年4月1日

令和6年4月1日

39.8平均年齢　　　　（歳）

計 － －

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

技能労務職

級 職員数（人） 構成比（％）

1　級

－

－

－

－

－

－

305,667

368,643

38.6

298,738

－ －

4　級 － －

1　級 － －

2　級 － －

計 － －

7　級

7　級

令和6年4月1日現在

令和7年4月1日現在

3　級

5　級 － －

3　級

-
 
1
4
 
-



（級別の標準的な職務内容）

エ　昇給

号給数別内訳

号給数別内訳

０～２号給　（人）

３～４号給　（人）

５～６号給　（人）

７号給以上　（人）

０～２号給　（人）

３～４号給　（人）

比率　（Ｂ）／（Ａ）　　　 （％） －

比率　（Ｂ）／（Ａ）　　 　（％） 100.0 －

－

8 －

５～６号給　（人）

７号給以上　（人）

－

－

1

100.0

－

前
年
度

職員数　　　　　　（A）　　（人） 8 －

昇給にかかる職員数（B）　　（人）

－

7

100.0

9

9

1

8

本
年
度

職員数　　　　　　（A）　　（人） 7 －

昇給にかかる職員数（B）　　（人） 7 －

1 －

6

100.0

－6

－

一般行政職

6　級

7

7

1

5　級

技能労務職

7　級区　分 1　級 2　級 3　級 4　級

区分 合計
代表的な職種

主事、技
師、保育
士、保健
師、司書、
精神保健福
祉士及び臨
床心理士の
職務

高度な知識
経験を必要
とする主
事、技師、
保育士、保
健師、司
書、精神保
健福祉士及
び臨床心理
士の職務

係長、参事
及び主査の
職務

高度な知識
経験を必要
とする係長
及び参事の
職務並びに
園長の職務

課長補佐、
指導主事の
職務及び高
度な知識経
験を必要と
する園長の
職務

次長、会計
管理者、課
長、局長、
室長及び館
長の職務及
び高度な知
識経験を必
要とする所
長（課長
級）の職務

部長の職務
及び高度な
知識経験を
必要とする
次長、局長
の職務

一般行政職

技能労務職

一般技能職
員補助の職
務

一般技能職
員の職務

高度の技能
又は経験を
必要とする
職員の職務

数名の一般
技能職員を
直接指揮監
督する職員
の職の職務
又は困難な
業務を行う
技能職員の
職務

多数の一般
技能職員を
直接指揮監
督する職員
の職の職務
又は特に困
難な業務を
行う技能職
員の職務

-
 
1
5
 
-



オ　特殊勤務手当

カ　期末手当・勤勉手当

キ　定年退職及び早期退職に係る退職手当

ク　その他の手当

代表的な特殊勤務手当の名称

給料総額に対する比率（％） 0.00

支給対象職員の比率（％）
（令和７年４月１日現在）

0.00

区分 全職種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

区分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置
備考

６月（月分） １２月（月分）

４級・５級　１００分の１０

６級・７級　１００分の１５

前年度 2.250 2.350 4.600
３級　    　１００分の５

本年度 2.300

４級・５級　１００分の１０

６級・７級　１００分の１５

2.300 4.600
３級　    　１００分の５

一般会計の
制度

2.300 2.300 4.600
３級　    　１００分の５

４級・５級　１００分の１０

６級・７級　１００分の１５

区分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

備考
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

その他の

一般会計の
制度

(支給率等)

同上 同上 同上 同上 同上

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特例措置（45％
以内加算）

区分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同

住居手当 同

通勤手当 同

-
 
1
6
 
-



（令和6年 4月 1日から令和7年 3月31日まで）

円 円 円

1         営業収益            

(1)       下水道使用料        

(2)       他会計負担金        

(3)       その他営業収益       

2         営業費用            

(1)       管渠費           

(2)       ポンプ場費         

(3)       

(4)       処理場費         

(5) 総係費           

(6) 減価償却費         

営業利益

3         営業外収益           

(1)       受取利息及び配当金     

(2)       他会計補助金        

(3) 長期前受金戻入

(4) 雑収益           

4         営業外費用           

(1)       支払利息          

(2)       雑支出           

経常利益

5 特別利益

(1)       過年度損益修正益

(2)       その他特別利益

6 特別損失

(1)       過年度損益修正損

当年度純利益

前年度繰越欠損金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

セミコンテクノパーク維持管理費

令和６年度菊陽町下水道事業予定損益計算書

996,030,910

133,518,000

6,750,909 1,136,299,819

753,636,000

497,922,358

17,258,271

4,000

18,015,178

59,630,809

1,359,379,976

△223,080,157

161,093 414,800,093

89,217,146

12,917,360

4,502,207 108,386,207 306,413,886

83,333,729

89,654,538

437,392

103,884,000

29,991,000

0

6,326,3646,326,364

384,644,000

0

5,555 5,555 6,320,809

-
 
1
7
 
-



円 円 円 円

1 固定資産
(1) 有形固定資産

イ土地 1,692,458,759
ロ建物 146,047,891

減価償却累計額 89,563,299 56,484,592
ハ構築物 29,168,014,898

減価償却累計額 7,587,155,641 21,580,859,257
ニ機械及び装置 956,073,773

減価償却累計額 592,952,875 363,120,898
ホ車両運搬具 2,455,961

減価償却累計額 2,288,810 167,151
ヘ工具器具及び備品 9,393,763

減価償却累計額 3,480,150 5,913,613
ト建設仮勘定 210,303,041

有形固定資産合計 23,909,307,311
(2) 無形固定資産

イ施設利用権 643,880,877
無形固定資産合計 643,880,877

(3) 投資その他資産
イ基金 172,954,132

投資合計 172,954,132
固定資産合計 24,726,142,320

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 533,959,593 533,959,593
(2) 未収金

イ営業未収金 106,217,217
ロ営業外未収金 0
ハその他未収金 1,236,360
ニ過年度未収金 1,260,804
ホ貸倒引当金 △ 2,408,233 106,306,148

(3) 貯蔵品 178,260 178,260
(4) その他流動資産 464,000 464,000

流動資産合計 640,908,001
資産合計 25,367,050,321

令和６年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
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-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 7,389,076,685 7,389,076,685

固定負債合計 7,389,076,685

4 流動負債
(1) 一時借入金 0
(2) 企業債

イ 482,207,924 482,207,924

(3) 未払金
イ営業未払金 31,826,500
ロ営業外未払金 4,930,090
ハその他未払金 0 36,756,590

(4) 引当金
イ賞与引当金 3,592,000
ロ法定福利費引当金 697,000 4,289,000

(5) その他流動負債
イ預り金 18,821,710 18,821,710

流動負債合計 542,075,224

5 繰延収益
(1) 長期前受金 17,139,488,151
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 4,733,658,519

繰延収益合計 12,405,829,632
負債合計 20,336,981,541

円 円 円

6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,715,580,973
ロ繰入資本金 1,237,219,994
ハ組入資本金 673,724,987 3,626,525,954

資本金合計 3,626,525,954

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,648,992
ロ受贈財産評価額 19,570,444

資本剰余金合計 856,219,436
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 354,456,901
ロ利益積立金 0
ハ建設改良積立金 103,649,343
ニ当年度未処分利益剰余金 89,217,146

･その他未処分利益剰余金変動額 (0)
･前年度繰越欠損金 (437,392)
･当年度純利益 (89,654,538)

利益剰余金合計 547,323,390
剰余金合計 1,403,542,826
資本合計 5,030,068,780
負債資本合計 25,367,050,321

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
1
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-



円 円 円 円

1 固定資産
(1) 有形固定資産

イ土地 1,692,458,759
ロ建物 146,047,891

減価償却累計額 93,773,299 52,274,592
ハ構築物 29,431,902,348

減価償却累計額 8,254,996,641 21,176,905,707
ニ機械及び装置 956,073,773

減価償却累計額 637,210,875 318,862,898
ホ車両運搬具 2,455,961

減価償却累計額 2,334,810 121,151
ヘ工具器具及び備品 9,393,763

減価償却累計額 4,092,150 5,301,613
ト建設仮勘定 212,247,041

有形固定資産合計 23,458,171,761
(2) 無形固定資産

イ施設利用権 741,664,058
無形固定資産合計 741,664,058

(3) 投資その他資産
イ基金 173,172,132

投資合計 173,172,132
固定資産合計 24,373,007,951

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 920,129,247 920,129,247
(2) 未収金

イ営業未収金 101,223,346
ロ営業外未収金 0
ハその他未収金 2,222,260
ニ過年度未収金 1,260,804
ホ貸倒引当金 △ 2,408,233 102,298,177

(3) 貯蔵品 178,260 178,260
(4) その他流動資産 464,000 464,000

流動資産合計 1,023,069,684
資産合計 25,396,077,635

令和７年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
 
2
0
 
-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 7,410,056,170 7,410,056,170

固定負債合計 7,410,056,170

4 流動負債
(1) 一時借入金 0
(2) 企業債

イ 472,220,515 472,220,515

(3) 未払金
イ営業未払金 46,100,300
ロ営業外未払金 29,042,710
ハその他未払金 0 75,143,010

(4) 引当金
イ賞与引当金 3,647,000
ロ法定福利費引当金 766,000 4,413,000

(5) その他流動負債
イ預り金 18,821,710 18,821,710

流動負債合計 570,598,235

5 繰延収益
(1) 長期前受金 17,253,282,904
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 5,134,512,519

繰延収益合計 12,118,770,385
負債合計 20,099,424,790

円 円 円

6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,715,580,973
ロ繰入資本金 1,321,534,994
ハ組入資本金 673,724,987 3,710,840,954

資本金合計 3,710,840,954

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,648,992
ロ受贈財産評価額 19,570,444

資本剰余金合計 856,219,436
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 354,456,901
ロ利益積立金 0
ハ建設改良積立金 103,649,343
ニ当年度未処分利益剰余金 271,486,211

･その他未処分利益剰余金変動額 (0)
･繰越利益剰余金 (89,217,146)
･当年度純利益 (182,269,065)

利益剰余金合計 729,592,455
剰余金合計 1,585,811,891
資本合計 5,296,652,845
負債資本合計 25,396,077,635

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
2
1
 
-



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却方法
イ．有形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　建物　　　　　　　８～３７年
　　　構築物　　　　　１０～５０年
　　　機械及び装置　　　６～３５年
　　　車両運搬具　　　　　４～６年
　　　工具器具及び備品　　４～８年

ロ．無形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　施設利用権　　３５年

（２）引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

ロ．退職給与引当金

ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表等に関する注記

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して
　いる。

　  職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給与
　引当金は計上していない。

　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、事
　業年度末における支給見込額に基づき、事業年度の負担に属する額を計上している。

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち「下水
道に対する繰出基準」に基づき、企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負担する
と見込まれる額は次のとおりである。
　令和６年度　１，７８３，７４２千円
　令和７年度　１，６２０，９３０千円

-
 
2
2
 
-



３．セグメント情報に関する注記
（１）報告セグメントの概要

イ．報告セグメントの決定方法

ロ．各報告セグメントの事業内容は次のとおりである。

事業区分
公共下水道事業
農業集落排水事業

（２）各報告セグメントの営業収益等

イ． 令和６年度予定（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）
（単位：円）

事業区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 1,128,161,637 8,138,182 1,136,299,819

営業費用 1,322,260,256 37,119,720 1,359,379,976

営業損益 △ 194,098,619 △ 28,981,538 △ 223,080,157

経常損益 82,613,721 720,008 83,333,729

セグメント資産 24,672,541,604 694,508,717 25,367,050,321

セグメント負債 19,862,065,169 474,916,372 20,336,981,541

その他の項目 0 0 0

他会計繰入金 144,383,000 19,126,000 163,509,000

減価償却費 733,050,000 20,586,000 753,636,000

特別利益 6,326,364 0 6,326,364

特別損失 5,555 0 5,555

ロ．
（単位：円）

区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 88,934,530 282,616 89,217,146

その他未処分利益剰余
金変動額 0 0 0

繰越利益剰余金 0 △ 437,392 △ 437,392

当年度純利益 88,934,530 720,008 89,654,538

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

669,255,802 3,695,926

農業集落排水事業の維持管理、汚水管渠の整備

672,951,728

令和６年度予定（令和７年３月３１日）

事業の内容
公共下水道事業の維持管理、汚水・雨水管渠の整備

　　　菊陽町下水道事業は、公共下水道、農業集落排水事業の２事業を運営しており、各
　　事業毎に運営方針等を決定していることから「公共下水道事業」及び「農業集落排水
　　事業」の２つを報告セグメントとしている。

-
 
2
3
 
-



ハ． 令和７年度予定（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）
（単位：円）

事業区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 1,265,263,909 8,432,727 1,273,696,636

営業費用 1,393,758,076 35,881,538 1,429,639,614

営業損益 △ 128,494,167 △ 27,448,811 △ 155,942,978

経常損益 174,633,225 1,315,099 175,948,324

セグメント資産 24,716,710,882 679,366,753 25,396,077,635

セグメント負債 19,640,965,481 458,459,309 20,099,424,790

その他の項目 0 0 0

他会計繰入金 156,388,000 17,634,000 174,022,000

減価償却費 738,346,000 20,606,000 758,952,000

特別利益 6,330,000 0 6,330,000

特別損失 9,259 0 9,259

ニ．
（単位：円）

区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 269,888,496 1,597,715 271,486,211

その他未処分利益剰余
金変動額 0 0 0

繰越利益剰余金 88,934,530 282,616 89,217,146

当年度純利益 180,953,966 1,315,099 182,269,065

４．その他の注記

（１）賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩
　令和７年度における職員の期末手当・勤勉手当の支給、及びこれに伴う法定福利費を支
払うため、賞与引当金３，５８０千円、法定福利費引当金６５０千円をそれぞれ取り崩す
予定である。

令和７年度予定（令和８年３月３１日）

401,457,723 4,090,908 405,548,631
有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

-
 
2
4
 
-


